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研究成果の概要（和文）：本研究ではドイツで実用化されたポストクラッシュセーフティシステムを、日本に導
入した場合の効果を検証した。普通乗用車による多重追突事故に限っても、その効果は年間約670件の被害軽減
が期待される。
また広範な事故形態でポストクラッシュセーフティシステムを活用するため、必要な事故検知のためのセンサー
の閾値を実験により検証したところ、デルタV≧9.23km/hとの結果を得た。これは既存のエアバッグ用のセンサ
ーで代用可能である。
さらに、追突事故時の運転者下肢の挙動を解析したところ、衝突後70-160msecにおいて右足の後退が認められ
た。

研究成果の概要（英文）：In this study, we verified the effects of introducing a post-crash safety 
system commercialized in Germany into Japan. The effect is expected to be about 670 cases a year, 
even in the case of multiple collisions with normal passenger cars.
In order to utilize the post crash safety system in a wide range of accident condition, when the 
threshold of the sensor for necessary accident detection was verified by experiments, the delta V=9.
23 km / h was obtained. This can be substituted by the existing air bag sensor.
Furthermore, analysis of the behavior of the driver's lower limbs at the time of a rear-end 
collision showed that the right foot retreated 70-160 msec after the collision.

研究分野：交通事故

キーワード： 交通事故　ポストクラッシュセーフティ　交通事故被害軽減　インパクトバイオメカニズム

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
普通乗用車による多重追突事故は国内で年間約5200件が発生している。ポストクラッシュセーフティシステムの
効果を見積もったところ、年間約670件の多重追突事故を単独の追突事故へと被害軽減できると推定された。普
通乗用車に加え貨物車などの事故を考慮すれば、より多くの多重追突事故の被害が軽減できると予想される。
昨今、車両相互事故の後に制御を失った車両が歩道に乗り上げて歩行者を轢く事故が発生しており、被害の甚大
さ、また歩行者の過失が無いことから多くの耳目を集めている。このような事故にもポストクラッシュセーフテ
ィシステムは有効である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
我々は事故発生時の車両挙動の調査を行うため、各種の映像記録を入手して、解析を進め
てきた。その中において第一の事故が発生した際に車両がなんら制御されることなく走行
を続け、第二の事故が発生する多重事故が認められた。 
第一の事故については衝突被害軽減ブレーキなど予防安全技術の開発・普及がめざまし
い。しかしながら、これらの装置は「被害軽減」という名が示すとおり、交通事故ゼロの社
会を即座に達成できるものではない。他方でドイツではポストクラッシュセーフティシス
テムが開発され、第二の事故を抑制する取組が行われている。ポストクラッシュセーフティ
システムは衝突時に起動するシステムであり、自動的に制動を開始して速度を低減し、また
スタビリティコントロールにより自車がスピンすることを防ぐ。これらの機能により路外
への逸脱や他車両との衝突など第二の事故を回避するシステムである。 
現在、日本においてポストクラッシュセーフティシステム搭載車両は製造されていない。
そこで日本におけるポストクラッシュセーフティシステムの採用を促進するため、日本の
交通事情を加味したポストクラッシュセーフティシステムの評価を行うこととした。 
また日本の独自規格であり、かつ軽量なため第一の事故で激しい衝撃を受けると考えら
れる軽自動車について、ドイツでは対象となっていない。そこで軽自動車のためのポストク
ラッシュセーフティシステムについて検討することとした。 

２．研究の目的 
本研究では以下の課題を研究対象とした。 
 ドイツで実用化されているポストクラッシュセーフティシステムについて、交通事
故統計のマクロ分析を通じて国内における事故低減効果を推定する。 

 事故時に運転者が受ける衝撃を把握し、衝撃が運転行動に与える影響を検討する。 
 現在はエアバッグの展開と連動しているポストクラッシュセーフティシステムにつ
いて、軽微な事故での事故検知や事故後対応を検討し、対象事故形態の拡大をはか
る。 

 将来の完全自動運転における事故時対応に関する知見を収集する。 
 
３．研究の方法 
本研究は下記の手段を用いて研究を起こった。 
 ドライブレコーダ（東京農工大ヒヤリハットデータベース） 
 実車衝突実験 
 交通事故統計（警察庁） 
 

（１） ドライブレコーダ 
研究に使用したデータベースはタクシー（普通乗用自動車）における記録であっ
た。ドライブレコーダに記録された事故の中から、追突事故の形態であり、かつ衝
突前に被追突車両がブレーキ操作中であった事故を抽出した。まず事故をドライブ
レコーダ搭載車が追突車両であった場合と被追突車両であった場合に分類した。前
者の事故では前方カメラに映った被追突車両のブレーキランプから、ブレーキ操作
の中断発生の有無や中断時間を計測した（図１）。後者の事故では自車のペダル情
報からブレーキ操作について把握した。 

 

図1. ドライブレコーダで観察されたブレーキ中断 

（２） 実車衝突実験 
実車により追突事故の再現実験を実施した。低速域では被験者を搭乗させ、後方
から追突された際の運転姿勢の乱れ、またそこからの姿勢の回復について観察した
（図２）。高速域では人体ダミーHybrid-III により追突時のダミーの挙動を観察し
た。 
 



 

図2. 被験者を用いた追突事故再現実験 

（３） 交通事故統計 
ドイツで開発されたポストクラッシュセーフティシステムを日本で使用した場
合の効果を検証するため、交通事故統計により日本における追突事故の発生状況の
精査を行った。特に追突車両および被追突車両について軽自動車や普通貨物車など
サイズ別での事故発生率や多重事故発生率を調べた。また多重事故発生時の追突車
両の速度の分布を調べた。 
 

４．研究成果 
ドライブレコーダを解析した結果、ドライブレコーダに記録された当該追突事故の中で
64%の事故においてブレーキ中断が発生していた。このブレーキ中断中に車両が前方へと移
動していた。移動距離＝速度×時間であるところ、ドライブレコーダでは衝突前の速度は正
確であるが、タイヤの回転から計測するため衝突直後の速度は不正確である。 
そこで対象とする事故形態を停止車両への追突事故へと絞り込み、実車衝突実験から追
突事故における車両の反発係数 eを求めた（図３）。この反発係数と追突車両の衝突前速度
V10から被追突車両の衝突後速度 V2の推定が可能となる。ここで車体重量 m1、m2は車両の映
像より推定した。この推定された衝突後速度にブレーキ中断時間 t2を乗じると、ブレーキ
中断により移動した距離が求められる。なお L2はブレーキ中断から回復し、再ブレーキを
行った際に停止に要した距離であり、D2は再ブレーキの強さ（減速度）を示す。 

 

図3. 停止車両が追突された場合の衝突後速度と移動距離の推定 

ブレーキ操作が中断した際に、ポストクラッシュセーフティシステムによりブレーキが
保持された場合、V2T2はゼロとなり、L2が減少する。 
日本における信号待ち等での車間距離の平均値である 2.5m を目安とすると、被追突車両
の前に３台目の車両が停止しており、かつ追突後の L2が 2.5m を超えた場合に多重追突事故
が発生することになる。そしてポストクラッシュセーフティシステムにより L2を 2.5m 以下
に減少させれば、ポストクラッシュセーフティシステムにより多重追突事故を単独の追突
事故へと被害を低減できたと予想することができる。 
そこで交通事故統計から日本における多重追突事故の追突車の追突前速度、車両のサイ
ズについて分析を行った（図４）。多重追突事故を下記の２種類に分類し、現状における発
生頻度を算出した。 
 本システムにより多重追突事故を防げた事故 
 本システムを用いることで第二の追突の被害を低減できるが、防ぐまでには至らな
い事故 

なお、追突車両はドライブレコーダの記録と合わせるため、普通乗用車を対象とした。分
析の結果、普通乗用車に追突された多重事故は年間約 5200 件に対し、約 670 件で多重追突
事故を防ぎ得たと推定された。この普通乗用車の結果に貨物車等に追突された事故を含め
れば、より多くの事故がポストクラッシュセーフティの対象となると考えられる。 



 

図4. 日本における普通乗用車に追突された事故の、被追突車両のサイズ別の普通乗用車の

追突前速度 

最後に、ポストクラッシュセーフティシステムの起動閾値について検討した。ドイツでは
エアバッグ展開をポストクラッシュセーフティシステムの起動条件としているが、本研究
で事故分析を行ったところ、より軽微な事故でも多重追突事故が発生していた。そこで、よ
り軽微な事故でポストクラッシュセーフティシステムを起動するための検出閾値の検討を
実車実験により行った。 
軽自動車に被験者を搭乗させ、軽自動車後方から乗用車を追突させた。衝突直後の軽自動
車のブレーキランプの明滅からブレーキ操作の中断の有無を観察した。追突の強度は追突
による軽自動車の加速を示すデルタ V で評価した。図５に示すとおり、ブレーキ操作の中
断確率の閾値を 99.9%に設定した場合、そのデルタ V は 9.23km/h となった。現在、エアバ
ッグの制御アルゴリズムはデルタ V≧8km/h で起動する設定になっており、そのための衝撃
センサー（加速度計）がエアバッグ用 ECU に搭載されている。つまりエアバッグ用の衝撃セ
ンサーを活用することでポストクラッシュセーフティシステムを容易かつ適正に制御でき
ると考えられる。 

 

図5. 乗用車に追突された軽自動車の運転者乗員がブレーキ操作を中断する確率 

また、実車実験にて運転者がブレーキ操作を中断する過程を高速度ビデオで観察した（図
６）。追突による衝撃は車体全体の前進を引き起こす。これにより運転席が前進し、運転席
背もたれ下部が運転者腰部を押すことで、運転者下肢に追突の衝撃が伝搬する。その際、運
転者のふとももが前進を始めても膝下は慣性のために後退を続け、膝角度は縮むこととな
る。この挙動により足がブレーキペダルから離れることが確認された。また、運転姿勢によ
ってはふくらはぎが運転席座面前端と接触し、膝下の後退が途中で止まる現象も観察され
た。 
 

 
図6. 実車による追突事故の再現と運転者下肢の挙動観察 



被追突車両のデルタ V をもとに衝突瞬間の右足首の挙動を整理すると、図７に示すとお
り３つの時間帯に分類することができた。まず 0～70ms は第一段階として追突の衝撃が運
転席に伝搬する初期の状態である。次に 70-160msec は第二段階として膝下が後退し、足と
ブレーキペダルが離れ、ブレーキ操作の中断が発生する。160msec 以降の第三段階ではブレ
ーキペダルの踏み直しが行われる。 

 

図7. 追突の瞬間における運転者右足首の移動量とデルタ Vの相関 

以上のとおり、本研究ではドイツで実用化されたポストクラッシュセーフティシステム
を日本に導入することを目標に、各種の検討を行った。対象とする事故形態として普通乗用
車に追突された被追突車両が多重追突事故を起こす場合を想定した。ドライブレコーダの
記録ならびに交通事故統計から事故の発生状況を調査し、ポストクラッシュセーフティシ
ステムが有効と考えられる事故件数を推定した。また実車による追突事故の再現実験を行
い、ブレーキ操作が中断する衝突条件を求め、またその際の運転者下肢の挙動を解析した。 
なお、自動運転車が追突された場合、前方へと押し出された車両を安全に停止させる事の
必要性は運転者が運転する車両と変わりがない。よって本研究で検討したポストクラッシ
ュセーフティシステムに関する知見は自動運転車においても同様に適用可能と考えられる。 
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